様式第１号（第５条関係）
令和　　年　　月　　日　

三島町長　様
（申請者）住　　所　
氏　　名　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　

三島町起業・雇用創出支援事業補助金交付申請書
　令和　　　年度三島町起業・雇用創出支援事業補助金の交付を受けたいので、三島町起業・雇用創出支援事業補助金交付要綱第５条第１項の規定により、下記のとおり申請します。

記
	補助対象事業
※該当する番号に○
	１　起業支援事業　　　２　雇用創出支援事業

	事業の目的及び内容
	別紙事業計画書（様式第１号の別紙１）のとおり

	補助金交付申請額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金事業の着手・
完了予定年月日
	着手　　令和　　　年　　　月　　　日
完了　　令和　　　年　　　月　　　日

	各種税・使用料等納入
関係書類閲覧の同意
	本申請に当たり、私の各種税・使用料等納入状況を確認するために、関係書類を閲覧することについて同意します。
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　印



（添付書類）
・事業計画書（様式第１号の別紙１）
・収支予算書（様式第１号の別紙２）
・暴力団等排除に関する誓約書（様式第２号）
・市区町村税の納税証明書（直近１年間）（法人の場合は、既に事業を開始している場合に限る。）
・住民票の写し（法人の場合は代表者のもの）
・登記事項証明書の写し（法人で既に登記を済ませている場合に限る。）
・個人事業の開廃業等届出書の写し（個人事業者で既に開業している場合に限る。）
・営業許可証の写し（許認可を必要とする業種で、既に許認可を取得している場合に限る。）
・定款の写し又はこれに準ずるもの（法人で既に起業している場合に限る。）
・補助対象経費の積算内訳が分かる資料（見積書等）
・起業支援事業について、賃貸借契約書の写し（既に契約締結している場合に限る。）
・雇用創出支援事業について、被雇用者の住民票の写し。及び、雇用契約書の写し（既に契約している場合に限る。）
・その他事業の概要が分かる書類

様式第１号の別紙１（第５条関係）

事　業　計　画　書

※項目を確認の上、記入してください。選択項目は該当するものに☑してください。

	補助対象事業
	· 起業支援事業　　　□　雇用創出支援事業



１．申請者概要（法人の場合は代表者）
	ふりがな
氏名
（代表者氏名）
	
	性　別
	生年月日
（年齢）
	年　 　月 　　日
（　　　　歳）

	
	
	□男 □女
	
	

	連絡先住所等
	〒　　　－　　

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅ-mail
	

	申請者区分
	□ これから個人事業者として開業する者
□ これから法人を設立する者
□ 既に個人事業者として開業しており、開業の日から２年を経過していない者
□ 既に法人を設立しており、法人設立の日から２年を経過していない者
□ 既に法人を設立しており、法人設立の日から２年を経過している者

	事業経験等
	□ 事業を経営していたことはない。
□ 事業を経営しており、現在も続けている。
□ 事業を経営していたことがあるが、現在はやめている。
　　┗ 事業形態〔 □個人事業、□会社、□企業組合・協業組合、□特定非営利法人 〕
　 事業内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
　　　  やめた時期〔□昭和・□令和　　　　年 　　　月〕

	事業経歴
	年　月
	経歴・沿革等

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	取得資格等
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	




２．実施形態
	事業者名（法人名）
	

	事業所所在地
（予定地）
	〒　　　－　　

	開業・法人設立日
（予定）
	　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日
（補助事業期間内に開業又は法人設立を行う必要があります。）

	主たる業種
（日本標準産業分類中分類）
	中分類名：

	事業形態
	· 個人事業
　┗□ 補助事業期間中の法人化も検討している
· 会社設立
┗□株式会社　□合同会社　□NPO法人　□一般社団法人　□その他

	資本金又は出資金
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

	従業員等の人数
	区　分
	内　訳
	人数（※雇用創出支援事業の場合、新規雇用人数記入）

	
	□ 法人
	役員
	　　　　　　人（うち新規雇用　　　　人）

	
	
	正社員
	　　　　　　人（うち新規雇用　　　　人）

	
	
	パート
	　　　　　　人（うち新規雇用　　　　人）

	
	· 個人事業
	正社員
	　　　　　　人（うち新規雇用　　　　人）

	
	
	パート
	　　　　　　人（うち新規雇用　　　　人）



３．事業概要
（１）事業の目的（動機・将来展望等）
	



（２）事業の具体的な内容（商品・サービスの概要や提供手法等）
	



（３）事業計画
	実施時期
	具体的な実施内容

	初年度
（補助事業年度）
	

飲食の提供（昼、その他）

	次年度
	

飲食の提供（昼、夜、その他）

	次々年度
	
飲食の提供（昼、夜、その他）
焼き菓子等の販売



（４）事業に要する許認可・免許等（※該当する場合のみ）
	許認可・免許等の名称
	取得日又は取得見込み時期

	　飲食店営業許可
	　令和６年６月（見込）

	　菓子製造及び弁当（惣菜含む）製造に要する許可
	　令和８年４月（見込）

	
	



（５）資金計画
	必要な資金
	金額（千円）
	調達方法
	金額（千円）

	設備資金
	（内容：店舗、工場、機械、備品等）

厨房機器　　　　１，７００
	１，７００
	自己資金
	１，４５０

	
	
	
	借入金（金融機関・その他）
（調達先）
	０

	運転資金
	（内容：商品仕入、経費等）
売上原価　　　３７５
人件費　　　　１５０
水道光熱費等　２２５
	７５０
	
	

	
	
	
	その他
（内容）
三島町企業支援事業補助金
	１，０００

	合　　計（※）
	２，４５０
	合　　計（※）
	２，４５０


　（※）必要な資金と調達方法の金額の合計は一致するようにしてください。


（６）売上・利益等の計画
	
	初年度（補助事業年度）
（　　年　　月　　日
～　　年　　月　　日）
	次年度
（　　年　　月　　日
～　　年　　月　　日）
	次々年度
（　　年　　月　　日
～　　年　　月　　日）

	売上高①
	千円
	千円
	千円

	売上原価②　
	千円
	千円
	千円

	経　　費
	人件費
	千円
	千円
	千円

	
	家賃等
	千円
	千円
	千円

	
	支払利息
	千円
	千円
	千円

	
	その他
	千円
	千円
	千円

	
	合計③
	千円
	千円
	千円

	利益①－②－③
	千円
	千円
	千円

	積算根拠
	
	
	



（７）主な商品・取引等
	主な取扱商品
・サービス
	①
	売上割合　　　　　　％

	
	②
	　　　　　　％

	
	③
	　　　　　　％

	
	④
	　　　　　　％

	主な販売先
	①
	販売割合　　　　　　％

	
	②
	　　　　　　　　　　％

	
	③
	　　　　　　％

	主な仕入先
	①
	仕入割合　　　　　　％

	
	②
	　　　　　　　　　　％

	
	③
	　　　　　　％

	主な外注先
	①
	外注割合　　　　　　％

	
	②
	　　　　　　　　　　％

	
	③
	　　　　　　％






４．雇用計画（※雇用創出支援事業の場合のみ）
	区　分
	雇用人数（※１）
	雇用予定期間

	正社員
	　　　　　　　　　　　　　　人
	

	内訳
	最大２人
	□住　民　□移住者　
	令和　　年　　月～令和　　年　　月

	
	
	□住　民　□移住者　
	令和　　年　　月～令和　　年　　月

	パート
	　　　　　　　　　　　　　　人
	

	内訳
	最大３人
	□住　民　□移住者　
	令和　　年　　月～令和　　年　　月

	
	
	□住　民　□移住者　
	令和　　年　　月～令和　　年　　月

	
	
	□住　民　□移住者　
	令和　　年　　月～令和　　年　　月

	合計（※２）
	　　　　　　　　　　　　　　人
	


（※１）移住者の場合、加算措置あり。
（※２）正社員及びパートの合計人数は最大３人以内。


様式第１号の別紙２（第５条関係）

収　支　予　算　書

	【収入の部】
	
	（単位：円）

	項　目
	予算額
	説　明

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	補助金
	
	

	その他
	
	

	計
	
	

	
	
	

	【支出の部】
	
	（単位：円）

	項　目
	予算額
	説　明

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


（※）支出の部の項目欄には補助金交付要綱別表第１の補助対象経費の中から下線の費目を記入し、具体的な内容を説明欄に記入ください。



様式第２号（第５条関係）

暴力団等排除に関する誓約書

　三　島　町　長　様

１　私は、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条の規定する行為、団体等）、暴力団関係企業、その他これらに準ずる者（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者）（以下これらを「暴力団員等」という。）に該当しないこと及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっても該当しないことを確約します。
（１）暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること。
（２）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。
（３）自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること。
（４）暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること。
（５）役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること。
２　私は、自ら又は第三者を利用して次の各号の一にでも該当する行為を行わないことを確約します。
（１）暴力的な要求行為
（２）法的な責任を超えた不当な要求行為
（３）取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為
（４）風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて三島町の信用を毀損し、又は三島町の業務を妨害する行為
３　私は、暴力団員等若しくは第１項各号のいずれかに該当し、若しくは前項各号のいずれかに該当する行為をし、又は第１項の規定に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明し、私との取引を継続することが不適切である場合には、私は三島町から請求があり次第、三島町に対する一切の債務の期限の利益を失い、直ちに債務を弁償します。
４　上記に関して不法行為があった場合は法的措置（民事・刑事）を講じられても構いません。
５　貴職において必要と判断した場合に、私の個人情報を警察に提供し、表明・確約事項を確認することについて同意します。
　
　令和　　年　　月　　日　

住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　名                                    印

様式第３号（第８条関係）


令和　　年　　月　　日　

三島町長　様

（申請者）住　　所
事業者名

三島町起業・雇用創出支援事業交付決定前着手届
　令和　　年　　月　　日付けで申請した令和　　年度三島町起業・雇用創出支援事業について、下記のとおり交付決定前に着手したいので届出します。

記
１．補助対象事業　　　　雇用創出支援事業

２．交付決定前に着手を必要とする理由
　
　
　
３．条件
（１）補助金交付決定を受けた補助金額が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議を申し立てない。
（２）補助金の交付決定を受けるまでの期間内に天災地変等の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は事業主体が負担するものとする。
（３）当該事業については、着手から補助金交付決定を受ける期間内においては、計画変更を行わない。

様式第４号（第７条・第９条関係）

令和　　年　　月　　日

三島町長　様

（申請者）住　　所
氏　　名

三島町起業・雇用創出支援事業変更（中止・廃止）承認申請書
　下記により令和　　　年度三島町起業・雇用創出支援事業の事業計画を変更（中止・廃止）したいので、三島町起業・雇用創出支援事業補助金交付要綱第７条第２項及び第９条第１項の規定により、承認してくださるよう申請します。

記
	補助対象事業
※該当する番号に○
	１　起業支援事業　　２　雇用創出支援事業

	交付決定年月日・番号
	令和　　　年　　　月　　　日付け三島町指令第　　　号

	事業費
	変更前
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	変更後
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金額
	変更前
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	変更後
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	事業期間
	変更前
	令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日

	
	変更後
	令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日

	変更（中止・廃止）理由
	





	変更（中止・廃止）内容
	






　
（添付資料）
・変更収支予算書（様式第４号の別紙１）
・その他変更内容、金額、工程（変更前後）等を確認できる資料

様式第４号の別紙１（第７条・第９条関係）

変更収支予算書

	【収入の部】
	
	（単位：円）

	項　目
	予算額
	説　明

	
	変更前
	変更後
	

	自己資金
	
	
	

	借入金
	
	
	

	補助金
	
	
	

	その他
	
	
	

	計
	
	
	

	
	
	

	【支出の部】
	
	（単位：円）

	項　目
	予算額
	説　明

	
	変更前
	変更後
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


（※）支出の部の項目欄には補助金交付要綱別表第１の補助対象経費の中から下線の費目を記入し、具体的な内容を説明欄に記入ください。


様式第５号（第１１条関係）

令和　　年　　月　　日

三島町長　様

（申請者）住　　所
氏　　名

三島町起業・雇用創出支援事業実績報告書
　令和　　年　　月　　日付け三島町指令第　　　号で交付決定のあった三島町起業・雇用創出支援事業を下記のとおり完了したので、三島町起業・雇用創出支援事業補助金交付要綱第１１条第１項の規定により、その実績を報告します。
記
	補助対象事業
※該当する番号に○
	１　起業支援事業　　　２　雇用創出支援事業

	交付決定額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	着手年月日
	令和　　　年　　　月　　　日

	完了年月日
	令和　　　年　　　月　　　日



（添付書類）
・事業実績書（様式第５号の別紙１又は別紙２）
・収支精算書（様式第５号の別紙３）
・取得財産管理台帳（様式第８号）（起業支援事業で該当する場合に限る。）
・住民票の写し（個人事業者で交付申請時に町内に居住していない場合に限る。）
・登記事項証明書の写し（法人で交付申請時に起業していない場合に限る。）
・個人事業の開廃業等届出書の写し（個人事業者で交付申請時に起業していない場合に限る。）
・営業許可証の写し（許認可を必要とする業種で、交付申請時に許認可を取得していない場合に限る。）
・定款の写し又はこれに準ずるもの（法人で交付申請時に起業していない場合に限る。）
・支払いを証明する書類（請求書、領収書、銀行振込受領書等の写し）
・起業支援事業について、契約書等の写し、写真、印刷物等の写し
・雇用創出支援事業について、移住者を被雇用者とした場合は、その者の住民票の写し（交付申請時に当該被雇用者が町内に居住していない場合に限る。）、雇用契約書の写し、出勤簿の写し、賃金の支払い実績が分かる書類
・その他事業の実績が分かる資料


様式第５号の別紙１（第１１条関係）
【起業支援事業】

事　業　実　績　書

	事業年度
	

	事業者名
	

	事業費
	円

	補助金交付決定額
	円

	事業実施期間
	令和　　　年　　　月　　　日～令和　　　年　　　月　　　日

	事業実施内容
	














	事業の効果
発展性・継続性等
	
















様式第５号の別紙２（第１１条関係）
【雇用創出支援事業】

事　業　実　績　書

	事業年度
	

	事業者名
	

	事業費
	円

	補助金交付決定額
	円

	事業実施期間
	令和　　　年　　　月　　　日～令和　　　年　　　月　　　日

	事業実施内容
	正社員（１年以上の雇用契約、助成する期間１２カ月）

	
	雇用人数
	補助対象経費精算額

	
	（２人以内）
人
	
円

	
	補助額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　

	
	備考

	
	パート（６カ月以上の雇用契約、助成する期間６カ月）

	
	雇用人数
	補助対象経費精算額

	
	（３人以内）
人
	
円

	
	補助額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　

	
	備考

	
	補助額の合計

円



様式第５号の別紙３（第１１条関係）

収　支　精　算　書

	【収入の部】
	
	
	
	（単位：円）

	項　目
	予算額
（Ａ）
	精算額
（Ｂ）
	比　較
（Ａ－Ｂ）
	説　明

	自己資金
	
	
	
	

	借入金
	
	
	
	

	補助金
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	計
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	【支出の部】
	
	
	
	（単位：円）

	項　目
	予算額
（Ａ）
	精算額
（Ｂ）
	比　較
（Ａ－Ｂ）
	説　明

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


（※）支出の部の項目欄には補助金交付要綱別表第１の補助対象経費の中から下線の費目を記入し、具体的な内容を説明欄に記入ください。


様式第６号（第１４条関係）

令和　　年　　月　　日

三島町長　様

（申請者）住　　所
氏　　名

三島町起業・雇用創出支援事業補助金交付請求書（概算払請求書）
　令和　　年　　月　　日付け三島町指令第　　　号で交付決定のあった三島町起業・雇用創出支援事業補助金について、補助金交付要綱第１４条第２項の規定に基づき、
金　　　　　　　　　　円を（概算払により）交付してくださるよう請求します。

記
	補助対象事業
※該当する番号に○
	１　起業支援事業　　　２　雇用創出支援事業

	事業費
	円　　　　

	交付決定額（Ａ）
	円　　　　

	受領済額（Ｂ）
	円　　　　

	今回請求額（Ｃ）
	円　　　　

	残額（Ａ－Ｂ－Ｃ）
	円　　　　



　【振込先情報】
	銀　　行　　名
	

	支　　店　　名
	

	口　座　種　別
	

	口　座　番　号
	

	口 座 名 義 人
	

	フ　リ　ガ　ナ
	




様式第７号（第１６条関係）

令和　　年　　月　　日

三島町長　様

（申請者）住　　所
氏　　名

三島町起業・雇用創出支援事業に係る消費税額及び地方消費税額
の確定に伴う報告書
　令和　　年　　月　　日付け　　　第　　　号をもって額の確定のあった令和　　　年度三島町起業・雇用創出支援事業補助金について、補助金交付要綱第１６条第１項の規定により下記のとおり報告します。
記
	１．補助対象事業
	起業支援事業

	２．補助金額（補助金交付要綱第１１条による額の確定額）
	円　　　　

	３．補助金の額の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
	円

	４．消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額
	円

	５．補助金返還相当額（４．－３．）
	円



（添付書類）
・積算の内訳が分かる書類



様式第８号(第１１条・第１８条関係）
三島町起業・雇用創出支援事業補助金取得財産管理台帳
	区分
	財産の名称
	仕様
	数量
	単価
(円)
	取得金額
(円)
	
	取得
年月日
	耐用年数
（処分制限期間）
	施設・設置・保管場所
	備　考

	
	
	
	
	
	
	うち補助金
充当額(円)
	補助率
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１　区分については、取得した財産が機械、器具、その他備品の場合は「備品」と記載してください。
２　財産の名称については、取得した財産の名称を記載してください。
３　仕様については、規格や機種、規模（大きさ、長さ）など特徴を記載してください。
４　数量については、同一規格であれば一括して記載して差し支えありませんが、単価が異なる場合には区別して記載してください。
５　うち補助金充当額については、取得金額に事業終了時に確定した補助率（補助対象経費に占める補助金の割合）を乗じた金額を記載してください。
６　取得年月日については、工事等の完了確認をした年月日もしくは納入年月日を記載してください。
７　耐用年数（処分制限期間）については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数を記載してください。
８　当該財産の処分等にあたって補助金の返還を必要とする場合は、残存価格をもとに返還額を算定することとする。
様式第９号（第１８条関係）


令和　　年　　月　　日　

三島町長　様

（申請者）住　　所
事業者名

三島町起業・雇用創出支援事業補助金財産処分承認申請書
　令和　　　年度三島町起業・雇用創出支援事業補助金に関する財産の処分の承認を受けたいので、補助金等の交付に関する規則第１４条第１項の規定により、下記のとおり申請します。
記
１　補助対象事業　　起業支援事業

２　処分しようとする財産及びその理由
	財産の名称
	

	仕　　　様
	

	処分の方法
	

	処分の時期
	

	処分の理由
	


　（注１）処分の方法の欄には、使用、譲渡、交換、貸付又は担保の提供等の別を記載し、
使用の場合にはその用途も記載すること。
（注２）取得財産管理台帳（様式第７号）、施設（設置）位置図、現況写真のほか、別に指示する資料を添付のこと

（相手がある場合）
３　相手方
（1） 住所
（2） 氏名
（3） 使用の目的
（4） 使用の場所
（5） 使用の条件
（6） その他特記すべき事項




様式第１０号（第１９条関係）

令和　　年　　月　　日

三島町長　様

（申請者）住　　所
氏　　名

三島町起業・雇用創出支援事業効果報告書
　令和　　年度三島町起業・雇用創出支援事業補助金（令和　　年　　月　　日付け三島町指令第　　号）の交付を受けて実施した事業について、補助金交付要綱第１９条の規定により下記のとおり報告します。
記
	補助事業実施年度
	令和　　　　年度

	補助対象事業
	起業支援事業

	事業費
	円　　　　

	補助金交付額
	円　　　　

	
補助事業実施年度の
翌年度から３年間の
状況・効果等
	令和

年度
	

	
	令和

年度
	

	
	令和

年度
	





